主権者教育に批判的精神を問い返す : 新自由主義と戦後民主主義との関わりで by 和田 悠 et al.
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はじめに













































































































































































































































































































































































































































































































































































































6 NPO法人Rights Webサイト http://rights.or.jp/を参照（2021年1月30日アクセス）。
7 現在では模擬選挙という言葉が一般的である。模擬投票という言い方には住民投票が意識されてい
た痕跡があるように思われ、模擬投票から模擬選挙への言葉の変化は18歳選挙権および主権者教育
の有していた運動性の消去を意味しているのではないだろうか。
8 模擬投票推進ネットワークWebサイトhttp://www.mogisenkyo.com/を参照（2021年1月30日アクセ
ス）。
9 こうしたナショナリズムの区分は池谷壽夫による（池谷壽夫「教育におけるナショナリズム」『唯物
論研究年誌』第8号、青木書店、2003年、125頁）。
10 Rightsの中心人物の一人は民主党の菅直人の息子である菅源太郎であった。Rightsは超党派の一点共
闘の運動であると先に述べたが、人脈的も政策的にも民主党との距離は近かった。
11 高校日本史の討論授業を推し進めていた加藤公明はこうした指摘を一戸富士雄実践への批判を通じ
て1994年の時点で行なっている（加藤公明「高校日本史教育の新たな発展のために―岩田健・一戸
富士雄から学んだこと、考えたこと」『歴史地理教育』第526号、1994年12月）。加藤公明実践におけ
る歴史教育とシティズンシップ教育の接合については、拙稿「社会科討論授業の可能性についての断
章―「シティズンシップ教育」へのヒント」『現代思想』第43巻8号、2015年4月を参照。
12 模擬投票推進ネットワークの設立以降、現在までの官民協調型の主権者教育サークルの動向を記し
ておきたい。2008年4月に原田謙介を中心とした大学生6名が ivoteという学生団体を発足させ、投票
権のある20代を念頭に投票率向上を目的とした啓発活動に取り組んだ。現在も ivoteは大学生以下に
参加者を限定した学生の政治サークルとして活動を続けている。近年は模擬投票に加えて各種選挙時
に候補者の政見の違いや争点を紹介する活動を行っている。
原田は大学を卒業すると若者の政治参加を課題としたNPO法人YouthCreateを立ち上げる（2012
年）。2019年に原田は立憲民主党から国政を目指すことになり、YouthCreateは発展的解消をしてNPO
法人DAKKOが誕生する。DAKKOは子どもや親（母親）が自己肯定感を持てるような子育ての重要
性とそれを可能にする政治を求める取り組みを目指しているが、学童保育事業に参入するなどビジネ
スにも手を広げる一方で、自己肯定感をキーワードに「親学」に通じるような実践を展開している。
期せずしての部分も多いにあるが、それはイデオロギーを忌避したRightsによる18歳選挙権の取り組
みの行き着いた一つの先でもあった。以上の事実関係は、ivoteのWebサイト http://i-vote.jp/ および
NPO法人DAKKOのWebサイト https://dakko-kosodate.com/を参照（2021年1月30日アクセス）。
13 平井悠介「教育による公共性の創出―Amy Gutmannの「意識的社会再生産」概念を中心に」『近代
教育フォーラム』第11号、2002年を参照。
334
14 飯田泰三「戦後思想史と「政治思想音痴」化の現状について」『政治思想学会報』第23号、2007年3
月、7頁。
15 学習指導要領については、国立教育政策研究所教育研究情報データベースで閲覧ができる。
https://erid.nier.go.jp/index.html なお本稿では論文の読みやすさを考慮して学習指導要領からの引用
をいちいち註記しなかった点を断っておく。
16 以下の教科外教育に関する記述は今泉朝雄「学習指導要領における教科外活動の位置付けに関する
一考察」『教育学雑誌』第24号、2007年による。
17 以下の政治的中立性に関する議論、特に「教育二法」が有していたイデオロギーの次元に関しては、
布村育子「政治教育の展開とその課題―社会的構築主義の視点から」『埼玉学園大学紀要 人間学部編』
第15号、2015年12月によるところが大きい。本稿と合わせて同論文をぜひ参照していただきたい。
18 こうした点で1950年代の教科書問題に当事者として関わった日高六郎は家永三郎と並んで戦後教育
を思想史的に論じる上で逸することはできない。日高の教育論については、日高六郎『日高六郎教育
論集』一ツ橋書房、1970年、宮下祥子「日高六郎の学校教育をめぐる思想と行動」北河賢三・黒川
みどり編『戦中・戦後の経験と戦後思想 一九三〇―一九六〇年代』現代史料出版、2020年など。
19 大槻健・尾山宏・徳武敏夫『教科書黒書』労働旬報社、1969年、226～248頁。
20 中央教育審議会の答申は文部科学省のwebサイトにある審議会情報から閲覧することができる。
https://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/chuuou/toushin/540101.htm
21 渡辺輝人「自民党が学校の先生の政治発言の密告を推奨した件」『弁護士渡辺輝人のナベテル放蕩記』
2016年7月9日、https://news.yahoo.co.jp/byline/watanabeteruhito/20160709-00059798/（2021年1月30日ア
クセス）。
22 自民党の「学校教育における政治的中立性についての実態調査」については主権者教育に関心や関
係を持つ数多くの団体や個人が委縮効果を持つと抗議の声をあげた。教育における政治的中立性は日
本においては「市民」の異議申し立てによって確保された事実は歴史的教訓として主権者教育論のな
かにしっかりと刻んでおく必要がある。
23 「ボイテルスバッハ・コンセンサス」については、近藤孝弘「ドイツにおける若者の政治教育―民
主主義社会の教育的基盤」『学術の動向』第163号、2009年10月、五十嵐卓司「日本の政治教育の課題
と展望―ヨーロッパ諸国の市民性教育とボイテルスバッハ・コンセンサスを参考に」『帝京大学教職セ
ンター年報』第5号、2018年などを参照。ちなみに「ボイテルスバッハ・コンセンサス」とは、①「教
員は生徒を期待される見解をもって圧倒し、生徒自らの判断を獲得するものを妨げてはならない」、
②「学問と政治において意見が分かれる問題は、教室でもそのように扱われなければならない」、③
「生徒が実際の政治状況と自分の関心・利害を分析できるようになることが政治教育の目的である」の
3つの原則である（五十嵐「日本の政治教育の課題と展望」74頁）。
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